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１．計画の基本的事項 

(1) 計画の基本的な考え方 

急速に少子高齢化が進む中、県民が、医療や介護が必要な状態となっても、可能な限り住み慣れ

た地域で安心して日常生活を継続することができる社会を実現していくことは喫緊の課題である。 

高齢化の進展に伴う慢性疾患の増加により疾病構造が変化する中、医療ニーズについては、病気

と共存しながら、生活の質（ＱＯＬ）の維持・向上を図っていく必要性が高まっている一方で、介

護ニーズについても、医療ニーズを併せ持つ重度の要介護者や認知症高齢者が増加するなど、医療

及び介護の連携の必要性が高まってきている。 

こうした中で、高度急性期から在宅医療・介護までの一連のサービスを地域において総合的に確

保するため、国が策定した「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針」

を踏まえ、市町村や関係機関等と連携・協力しながら地域医療介護総合確保基金を活用し、医療及

び介護サービスの提供体制を計画的かつ総合的に整備していく。 

 

 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

栃木県における医療介護総合確保区域は、次のとおりとする。 

 県北地域   大田原市、矢板市、那須塩原市、さくら市、那須烏山市、塩谷町、高根沢町、 

       那須町、那珂川町 

 県西地域   鹿沼市、日光市 

 宇都宮地域  宇都宮市 

 県東地域   真岡市、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町 

 県南地域   栃木市、小山市、下野市、上三川町、壬生町、野木町 

 両毛地域   足利市、佐野市 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

☐２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 

（異なる理由：                                ） 
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(3) 計画の目標の設定等 

栃木県全体 

【計画期間：令和６（2024）年度】 

１．目標 

栃木県においては、医療福祉計画により、医療介護総合確保区域の課題を解決し、高齢者が地域

において、安心して生活できるよう以下を目標に設定する。 

 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

栃木県地域医療構想における将来の医療需要の推計や地域医療構想調整会議での協議を踏ま

えながら、回復期病床への機能転換及び急性期病床等の用途変更など、医療機関の機能分化・連

携を推進する。 

なお、令和６年度基金を活用して実施する事業は、病床の機能分化・連携の必要性に関する理

解促進事業などのソフト事業であり、2025年に向けて充実が必要とされている回復期病床の整備

等については、過年度の計画に位置付けた上で事業を実施している。 

（整備目標病床数） 

・回復期病床  1,787床（R3.7.1） →  2,065床（R7.7.1） 

・急性期病床等※１ 15,258床（R3.7.1） → 14,271床（R7.7.1）※２ 

※１ 高度急性期病床、急性期病床及び慢性期病床 

※２ R3～R6における回復期病床への転換189床、用途変更による病床削減277床 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（栃木県全体） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

1,728床 5,385床 5,179床 3,166床 

・病床機能報告における令和５（2023）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（栃木県全体） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

3,063床 7,727床 1,949床 3,848床 589床 

②居宅等における医療の提供に関する目標 

さまざまな病気や障害を抱えていても、住み慣れた地域で自分らしい尊厳ある暮らしを安心し

て送れるよう、在宅医療サービスの基盤整備及び医療・介護・福祉関係機関の連携を推進し、地

域の実情に応じた在宅医療提供体制の充実を図る。 

 

・訪問診療を実施する診療所、病院数  280 施設(R3 年度) → 288 施設(R6 年度) 

・訪問看護ステーションに勤務する看護職員数(常勤換算・65 歳以上人口 10 万対） 

      151 人(R4.4.1) → 161 人(R7.4.1) 

・訪問歯科診療を実施する歯科診療所数  236 施設(R3 年度) → 248 施設(R6 年度) 

・訪問薬剤指導を実施する薬局数  304 施設(R5.4.1) → 361 施設(R7.4.1) 



（令和６年度計画） 

3 

 

・在宅ターミナルケアを受けた患者数  173 人／月(R3 年度) → 228 人／月(R6 年度) 

・介護支援連携指導を受けた患者数  324 人／月(R3 年度) → 495 人／月(R6 年度) 

・短期入所事業所（医療型）      ６箇所（R３年度）→８箇所（R6 年度） 

③介護施設等の整備に関する目標 

本年度計画なし。 

④医療従事者の確保に関する目標 

医療施設に従事する主な医療従事者の人口10万人当たりの人数をみると、医師、就業看護師を

はじめ概ね全国平均を下回っている。今後2035年をピークに医療需要が増加すると推計されてお

り、将来の医療需要に対応した医療提供体制を構築するため、医療従事者の確保・養成に取り組

む。 

 

・県内病院に勤務する医師数（常勤）     3,129人（R4.4.1）→ 3,124人（R7.4.1） 

・分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数    122人(R5.4.1)→ 129人（R7.4.1） 

・総合周産期母子医療センター等に勤務する小児科医師数（常勤） 

130人（R5.4.1）→130人（R7.4.1） 

・県内病院に勤務する小児科医師数（常勤）   175人（R5.4.1）→175人（R7.4.1） 

・県内の精神科病院に勤務する医師数（常勤換算） 236人（R5年度）→237人（R7年度） 

・就業看護師数（人口10万人当たり）     976.7人（R4.12.31調査） 

→1049.8人（R8.12.31調査） 

・就業助産師数（人口10万人当たり）     29.9人（R4年）→30.5人（R8.12.31） 

・看護職員の離職率       10.7％（R3年度）→9.3％（R6年度） 

・県内認定看護師数       285人（R6.3月）→299人（R6年度） 

・特定行為研修修了者のうち県内就業者数    171人（R4.12．31）→ 191人（R8.12.31） 

・看護師等養成所卒業生の県内定着率           68.2％（R4年度）→ 70％（R6年度） 

・就業歯科衛生士数            1,992人（R4年度） → 2,082人（R6年度） 

 

⑤介護従事者の確保に関する目標 

栃木県においては2025年度までに約5,800人の介護職員の確保を目標とする。介護人材確保に

係る基盤の整備を行い、介護・労働・教育関係団体、国、市町等で構成する「栃木県介護人材確

保対策連絡調整会議」を活用して、介護人材確保に向けた取組の推進と連携の強化を図り、若者

から高齢者まで多様な人材の確保による参入促進、資質の向上のための研修の実施や事業所への

支援、定着を促進するために必要な労働環境・処遇の改善の取組を推進する。 

 

【定量的な目標値】 

2025年度の栃木県で必要となる介護人材の確保に向けた取組 

《基盤整備》 

・介護人材確保対策連絡調整会議の開催          開催回数  ３回（ＷＧ２回） 

・外国人介護人材に係る座談会開催            開催回数  ２回 

・とちぎ介護人材育成認証制度の運用            認証法人数 ５法人 

《参入促進》 
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・介護の日イベントの開催                参加者数     約5,000人 

・学校での出前講座の実施                実施回数        30回 

・職場体験事業の実施                  参加者数       100人 

・介護員養成研修受講費用の一部助成           研修受講者数     120人 

・介護人材マッチング機能強化事業の実施           養成数         80人 

・介護に関する入門的研修の開催経費の助成        実施数        12市町 

・介護特定技能外国人マッチング支援事業の実施      マッチング数      30人 

・福祉系高校修学資金貸付事業の実施           新規貸付人数      20人 

・介護分野就職支援金貸付事業の実施           新規貸付人数      20人 

《資質の向上》 

・介護職員のスキルアップ研修の開催           受講者数          3,000人 

・介護支援専門員の医療的知識習得のための研修の開催   修了者数       210人 

・介護支援専門員実習指導者養成研修の開催        受講者数       100人 

・離職者届出制度の運用                 登録者数     延べ700人 

・認知症ケアに携わる医療職・介護職の各種研修開催  受講者数       1,342人 

・市民後見人制度普及のための市民講座等の開催      受講者数       300人 

《労働環境・処遇の改善》 

・社会福祉施設長を対象とした介護施設等管理者研修の開催    受講者数          70人 

・社会福祉施設新任職員を対象とした研修の開催           受講者数          100人 

・介護ロボットの導入経費の一部助成                         導入台数           53台 

・ＩＣＴ設備の導入経費の一部助成                           導入事業所数     18事業所 

・介護特定技能外国人定着支援事業の実施         実施事業所数    15事業所 

 

⑥勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和６年４月１日）に向け、医療機関におい

ては、勤務する医師の労働時間短縮や健康確保のための措置を講ずる必要があるが、労務管理が

不十分であり、客観的な労働時間管理が行われていない医療機関も一定程度存在しているところ

である。勤務医の働き方改革を推進するため、労務管理の徹底及び勤務医の負担軽減・処遇改善

等に資する取組を支援していく。 

 

・客観的な労働時間管理方法を導入している病院の割合 

 63.2％（R4.3.31）→ 90.0％（R7.3.31） 

 

２．計画期間 

  令和６(2024)年４月１日～令和７(2025)年３月 31 日 
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県北地域 

【計画期間：令和６（2024）年度】 

１．目標 

 県北地域では、医療福祉計画の課題が存在している。これらの課題を解決するため、以

下を目標とする。 

 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備目標病床数） 

栃木県全体の目標に準ずる 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（県北地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

232床 830床 922床 501床 

・病床機能報告における令和５（2023）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（県北地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

395床 1,459床 264床 759床 33床 

 

②居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

③介護施設等の整備に関する目標 

本年度計画なし。 

④医療従事者の確保に関する目標 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）  387人（R4.4.1）→ 390人（R7.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  16人（R5.4.1）→  19人（R7.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）  22人（R5.4.1）→  24人（R7.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

⑤介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。 

⑥勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

 

２．計画期間 

  令和６(2024)年４月１日～令和７(2025)年３月 31 日 
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県西地域 

【計画期間：令和６（2024）年度】 

１．目標 

 県西地域では、医療福祉計画の課題が存在している。これらの課題を解決するため、以

下を目標とする。 

 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備目標病床数） 

栃木県全体の目標に準ずる 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（県西地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

105床 459床 358床 272床 

・病床機能報告における令和５（2023）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（県西地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

143床 772床 70床 393床 58床 

 

②居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

③介護施設等の整備に関する目標 

本年度計画なし。 

④医療従事者の確保に関する目標 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）  152人（R4.4.1）→ 156人（R7.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数   4人（R5.4.1）→   4人（R7.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）   1人（R5.4.1）→   1人（R7.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

⑤介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。 

⑥勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

 

２．計画期間 

  令和６(2024)年４月１日～令和７(2025)年３月 31 日 
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宇都宮地域 

【計画期間：令和６（2024）年度】 

１．目標 

 宇都宮地域では、医療福祉計画の課題が存在している。これらの課題を解決するため、

以下を目標とする。 

 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備目標病床数） 

栃木県全体の目標に準ずる 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（宇都宮地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

437床 1,457床 1,363床 1,167床 

・病床機能報告における令和５（2023）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（宇都宮地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

501床 2,100床 737床 1,278床 105床 

 

②居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

③介護施設等の整備に関する目標 

本年度計画なし。 

④医療従事者の確保に関する目標栃木県全体の目標に準ずる。 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）  615人（R4.4.1）→ 642人（R7.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  14人（R5.4.1）→  16人（R7.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）  23人（R5.4.1）→  24人（R7.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

⑤介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。 

⑥勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

 

２．計画期間 

  令和６(2024)年４月１日～令和７(2025)年３月 31 日 
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県東地域 

【計画期間：令和６（2024）年度】 

１．目標 

 県東地域では、医療福祉計画の課題が存在している。これらの課題を解決するため、以

下を目標とする。 

 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備予定病床数） 

栃木県全体の目標に準ずる 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（県東地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

61床 271床 200床 154床 

・病床機能報告における令和５（2023）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（県東地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

47床 541床 40床 154床 44床 

 

②居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

③介護施設等の整備に関する目標 

本年度計画なし。 

④医療従事者の確保に関する目標栃木県全体の目標に準ずる。 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）   95人（R4.4.1）→ 100人（R7.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  8人（R5.4.1）→ 8人（R7.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）   8人（R5.4.1）→  10人（R7.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

⑤介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。 

⑥勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

 

２．計画期間 

  令和６(2024)年４月１日～令和７(2025)年３月 31 日 
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県南地域 

【計画期間：令和６（2024）年度】 

１．目標 

 県南地域では、医療福祉計画の課題が存在している。これらの課題を解決するため、以

下を目標とする。 

 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備予定病床数） 

栃木県全体の目標に準ずる 

 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（県南地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

687床 1,735床 1,762床 573床 

・病床機能報告における令和５（2023）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（県南地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

1,936床 1,598床 594床 625床 136床 

 

②居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

③介護施設等の整備に関する目標 

本年度計画なし。 

④医療従事者の確保に関する目標 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）    1,575人（R4.4.1）→ 1,524人（R7.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  56人（R5.4.1）→    56人（R7.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤） 101人（R5.4.1）→   101人（R7.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

⑤介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。 

⑥勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

 

２．計画期間 

  令和６(2024)年４月１日～令和７(2025)年３月 31 日 
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両毛地域 

【計画期間：令和６（2024）年度】 

１．目標 

 両毛地域では、医療福祉計画の課題が存在している。これらの課題を解決するため、以

下を目標とする。 

 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備目標病床数） 

栃木県全体の目標に準ずる 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（両毛地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

206床 633床 574床 499床 

・病床機能報告における令和５（2023）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（両毛地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

41床 1,257床 244床 639床 213床 

②居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

③介護施設等の整備に関する目標 

本年度計画なし。 

④医療従事者の確保に関する目標 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）  305人（R4.4.1）→ 312人（R7.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  13人（R5.4.1）→  14人（R7.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）  20人（R5.4.1）→  21人（R7.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

⑤介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。 

⑥勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

 

２．計画期間 

  令和６(2024)年４月１日～令和７(2025)年３月 31 日 
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(4) 目標の達成状況 

別紙「事後評価」のとおり。  
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２．事業の評価方法 

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

（医療分） 

令和５年７月～８月 関係団体等から事業アイデアの提案を募集 

令和５年６月～ 医療圏ごとの地域医療構想調整会議において意見聴取 

 

令和６年３月21日 栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

 

（介護分） 

令和５年８月８日 

令和５年７月～８月 

栃木県介護人材確保対策連絡調整会議（介護従事者確保分） 

関係団体等から事業アイデアの提案を募集 

令和５年10月２日 

令和６年３月８日 

栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

栃木県介護人材確保対策連絡調整会議（介護従事者確保分） 

令和６年３月21日 

 

栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

 

 

(2) 事後評価の方法 

①医療分 

計画の事後評価に当たっては、栃木県地域医療構想調整会議で意見を聴きながら評価を行い、

必要に応じて見直し等を行いつつ計画を推進していく。 

②介護分 

計画の事後評価に当たっては、栃木県医療介護総合確保推進協議会（令和６年度から高齢者支

援計画推進委員会）で意見を聴きながら評価を行い、必要に応じて見直し等を行いつつ計画を推

進するとともに、介護業界と労働、教育、国、市町等で構成された栃木県介護人材確保対策連絡

調整会議等を活用して、新規事業の提案募集や既存事業のＰＤＣＡサイクル等を実施する。 
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３．計画に基づき実施する事業 
事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅰ-1地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.１（医療分）】 

医療機能分化・連携推進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

1,629,523千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（①は民間事業者に委託、②は栃木県医師会に委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

地域医療構想において必要となる機能区分ごとの病床を確保するため、

地域医療構想調整会議における議論を一層活性化させ、病床の機能転換等

を推進する必要がある。 

 アウト

カム指

標 

令和６年度における病床整備目標（過年度計画を含めた区分Ⅰ－１事業全

体） 

・回復期病床  1,787床（R3.7.1）→ 2,065床（R7.7.1） 

・急性期病床等 15,258床（R3.7.1）→ 14,265床（R7.7.1） 

事業の内容 ① 病床の機能分化・連携の必要性について地域住民の理解を得るための

啓発に対する支援 

② 回復期病床への機能転換に必要な施設の整備に対する支援 

③ 回復期病床への機能転換に必要な設備の整備及びそれに付帯して行わ

れるスタッフ（理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士）の新規雇用

に対する支援 

④ 回復期以外の病床等の 用途
コンバー

変更
ジ ョ ン

に必要な施設及び設備の整備に対す

る支援 

⑤ 回復期への機能転換に向けた経営診断（収支分析）に係る経費の支援 

⑥ 地域医療構想の達成に向けて医療機関の経営戦略の見直しを具体化す

るための医療データ活用セミナーの開催 

⑦ 地域医療構想調整会議の議長等を対象とする研修会の開催 

⑧ 地域医療構想の達成に向けた地域医療構想アドバイザーの活動支援 

⑨ 複数の医療機関で再編統合や機能転換等に取り組むための計画策定及

び施設設備整備に要する経費の支援 

アウトプット指標 ① 県民に向けたセミナー等を開催する医療機関等の数     15団体 

② 回復期病床への転換のために施設整備に取り組む医療機関数 ２施設 

③ 回復期病床への転換のために設備整備に取り組む医療機関数 ３施設 

④ 病床減少に伴い、用途変更に取り組む医療機関数      10施設 

⑤ 回復期病床への転換のための経営診断を利用する医療機関数 ３施設 

⑥ セミナーの開催回数                    １回 

⑦ 研修会の開催回数                        １回 
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⑧ 地域医療構想会議の開催回数         医療圏ごとに年４回 

⑨ 再編統合や機能転換等に取り組む医療機関数        １施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

アウトカム指標として掲げる地域医療構想の実現に向けた病床整備目標

の達成に向けて、医療機能分化・連携のために施設・設備整備を行う医療

機関を支援するとともに、県民に向けた理解促進や機能転換に向けた経営

診断の取組をサポートすることで、ハード及びソフトの両面から地域医療

構想の取組を推進する。 

地域医療構想の関

係 性 及 び ス ケ

ジュール（注１） 

地域医療構想において、病床機能の転換の促進を図ることとしているとこ

ろ、医療機関の経営戦略の見直しを具体化するための医療データ活用セミ

ナーの開催は、病床機能分化・連携の必要性の理解促進に寄与する取組で

ある。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,629,523 

 

基 
金 

国（Ａ）  

(千円) 

544,682 

うち過年度残額 

(千円) 

364.695 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

272,341 

うち過年度残額 

(千円) 

182,348 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

817,023 

うち過年度残額 

(千円) 

547,043 

その他（Ｃ） (千円) 

812,500 

 

基金充当額 

（国費）における 

公民の別（注２） 

公  

(千円) 

1,332 

うち過年度残額 

(千円) 

891 

民  

(千円) 

543,350 

うち過年度残額 

(千円) 

363,772 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

備考（注４）  
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事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整

備に関する事業 

事業名 【No.２（医療分）】 

脳卒中急性期医療連携強化による機能分化事

業 

【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

587 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

脳血管疾患の年齢調整死亡率が全国平均より高い状況が続き、脳

卒中患者の緊急搬送も増加傾向にある中、脳卒中の発症後、早期に適

切な診断・治療を提供できる医療機関に地域偏在があることが課題

となっている。 

また、脳卒中患者のリハビリテーションや在宅復帰に向けた回復期

医療を担う医療機関にも地域偏在があることから、その整備を進め

るとともに、急性期、回復期、更には在宅医療までの切れ目のない連

携体制を構築する必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標： 

栃木県の１０万人あたりの脳卒中（脳血管疾患）死亡率 

（栃木県人口動態統計（確定数）の概況） 

令和５年度 112.8 人 → 令和６年度 100 人 

事業の内容 関係者による連携会議の開催 

※モデル地域において、脳卒中専門医がいない病院においても、ＩＣ

Ｔを活用した遠隔医療システムによる診断補助を受けることで早期

に適切な診断・治療を実施できる体制整備を促進するとともに、連携

のあり方検討や事業効果の検証を実施 

アウトプット指標 ネットワーク参加医療機関数：５施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

脳卒中に関する医療連携ネットワークを構築し、脳卒中発症者に対

して早期に適切な診断・治療を提供できる体制を整備することで、患

者の予後向上や在院日数短縮が図られ、死亡率の低下や病床機能の

分化につながる。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

急性期医療における広域での連携体制を強化する。特に、急性期治療

の重要性が高く、医療機関の地域偏在が課題となっている脳卒中に

ターゲットを絞り、事業を実施する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

587 
 

基金 国（Ａ） (千円) 

391 

うち過年度残額(千円) 

391 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

196 

うち過年度残額(千円) 

196 
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計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

587 

うち過年度残額(千円) 

587 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公 (千円) 

391 

うち過年度残額(千円) 

391 

民 (千円) 

0 

うち過年度残額(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額(千円) 

 

0 

備考  
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事業の区分 Ⅰ-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に

関する事業 

事業名 【No.３（医療分）】 

病床削減支援給付金支給事業 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

216,144 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 Ｒ４ 佐々木記念クリニック、真岡中央クリニック 

Ｒ５ 宇都宮第一病院、菊池病院 

Ｒ６ 川上病院、森病院、岡田・小松崎クリニック、のうか眼科 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域医療構想における必要病床数の実現を図るため、病床の削減を推進す

る必要がある。 

 アウトカム指標 栃木県全体の病床数 

17,192 床（R5.7.1）→ 16,992 床（R7.7.1） △200 床 

事業の内容 病床を削減した医療機関に給付金を支給する。 

アウトプット指標 当該事業の対象となる病床削減数 200 床 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域医療構想に掲げる必要病床数を参考として、医療機関が病床の見直

しを図り、過剰病床の削減に取組むことによって、適正な医療機能ごと

の病床確保を図り、もって地域医療構想の達成につなげる。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

216,144 

  

基 

金 

国（Ａ）  

(千円) 

216,144 

うち過年度残額 

(千円) 

164,844 

その他（Ｂ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注） 

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

民  

(千円) 

216,144 

うち過年度残額 

(千円) 

164,844 

備考  
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事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.４（医療分）】 

在宅医療提供体制確保事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

27,000 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①在宅医療において積極的な役割を担う医療機関 

②栃木県（栃木県医師会に委託） 

③栃木県看護協会 

④郡市医師会 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢化の進展や地域医療構想による病床の機能分化・連携によ

り生じる在宅医療の需要に対応するため、在宅医療提供体制を

確保する必要がある。 

 アウトカム指

標 

・訪問診療を実施する診療所、病院数 

280 施設(R3 年度) → 288 施設(R6 年度) 

・訪問看護事業所に従事する看護職員数(常勤換算・65 歳以上

人口 10 万対） 

151 人(R4.4.1) → 161 人(R7.4.1) 

・歯科訪問診療を実施する診療所数 

236 施設(R3 年度) → 248 施設(R6 年度) 

・訪問薬剤管理指導を実施する薬局数 

304 施設(R5.4.1) → 361 施設(R7.4.1) 

・訪問診療を受けた患者数 

7,900 人(R3 年度) → 8,613 人(R6 年度) 

・介護支援連携指導を受けた患者数 

324 人／月(R3 年度) → 495 人／月(R6 年度)  

・在宅ターミナルケアを受けた患者数 

173 人／月(R3 年度) → 228 人／月(R6 年度) 

事業の内容 ①在宅医療設備整備支援事業 

・在宅医療の充実強化に寄与する医療機関及び在宅医療へ参

入する医療機関等に対して、訪問診療、訪問歯科診療等に

要する設備整備費を補助する。 

②在宅医療連携体制強化研修開催事業 

・在宅医療提供体制の強化や質の向上を図るための在宅医療

の機能別研修会や医療的ケアのスキル向上研修会を開催

する。 

③在宅医療地域連携体制構築事業 
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・継続的な医療提供体制の構築に向けた委員会の設置、人材

育成のための研修会及び医療・介護相互理解促進のための

交流会の開催など、入院医療機関と在宅医療関係機関によ

る退院調整や急変時の入院受入の整備に向けた取組を補

助する。 

④在宅医機能強化支援事業 

・在宅医療に携わる医師の確保を図るための研修会や病院、

診療所それぞれの在宅医療における役割分担や協力体制

を構築するための連絡会の開催に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 ①在宅医療の設備整備を行う医療機関数：20 施設 

②在宅医療連携体制強化研修の受講者数：250 名 

③在宅医療地域連携体制構築に係る研修会を行う看護協会地

区支部数：７支部（全支部） 

④在宅医療医師向け研修会及び病診連絡会を行う郡市医師会

数：６郡市医師会（全二次保健医療圏） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

県保健医療計画に基づき各種事業を実施（アウトプット）する

ことにより、計画に定めた目指すべき方向を実現するための数

値目標（アウトカム）の達成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

27,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

11,333 

うち過年度残額 

(千円) 

1,464 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,667 

うち過年度残額 

(千円) 

733 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

17,000 

うち過年度残額 

(千円) 

2,197 

その他（Ｃ） (千円) 

10,000 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

11,333 

うち過年度残額 

(千円) 

1,464 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

2,822 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.５（医療分）】 

在宅医療推進協議会開催事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

616 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢化の進展や地域医療構想による病床の機能分化・連携によ

り生じる在宅医療の需要に対応するため、在宅医療提供体制を

確保する必要がある。 

 アウトカム指

標 

・訪問診療を実施する診療所、病院数 

280 施設(R3 年度) → 288 施設(R6 年度) 

・訪問看護事業所に従事する看護職員数(常勤換算・65 歳以上

人口 10 万対） 

151 人(R4.4.1) → 161 人(R7.4.1) 

・歯科訪問診療を実施する診療所数 

236 施設(R3 年度) → 248 施設(R6 年度) 

・訪問薬剤管理指導を実施する薬局数 

304 施設(R5.4.1) → 361 施設(R7.4.1) 

・訪問診療を受けた患者数 

7,900 人(R3 年度) → 8,613 人(R6 年度) 

・介護支援連携指導を受けた患者数 

324 人／月(R3 年度) → 495 人／月(R6 年度)  

・在宅ターミナルケアを受けた患者数 

173 人／月(R3 年度) → 228 人／月(R6 年度) 

事業の内容 在宅医療の推進に必要な社会基盤の整備促進及び関係機関等

の具体的連携のあり方を検討するため、在宅医療推進協議会を

開催する。また、訪問看護の課題や推進方策を実務者レベルで

検討するため、訪問看護に関するワーキンググループを開催す

る。 

アウトプット指標 協議会の開催：２回 

ワーキンググループの開催：１回 

アウトカムとアウト

プットの関連 

在宅医療関係者による協議会を開催し、関係機関等の具体的な

連携体制や効果的な施策を検討（アウトプット）することで、

県保健医療計画に定めた目指すべき方向を実現するための数

値目標（アウトカム）の達成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

616 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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410 189 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

206 

うち過年度残額 

(千円) 

95 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

616 

うち過年度残額 

(千円) 

284 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

411 

うち過年度残額 

(千円) 

189 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.６（医療分）】 

在宅医療推進支援センター事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,194 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①、②栃木県 

③栃木県（郡市医師会に委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域の実情に応じた在宅医療提供体制を構築するためには、各

市町における在宅医療・介護連携推進に係る取組への支援、後

方支援体制の整備、退院支援の枠組みづくり、本人が望むより

良い人生の最後を迎えるために必要な医療・ケアに関する意思

決定に係る啓発等を行う必要がある。 

 アウトカム指

標 

・介護支援連携指導を受けた患者数 

324 人／月(R3 年度) → 495 人／月(R6 年度)  

・在宅ターミナルケアを受けた患者数 

173 人／月(R3 年度) → 228 人／月(R6 年度) 

事業の内容 ①在宅医療圏ごとの連絡会議の開催等 

②在宅医療市町担当者研修会の開催 

③人生会議（ＡＣＰ）に係る県民や専門職向け普及啓発 

アウトプット指標 ①連絡会議の開催数：10 回（宇都宮を除く在宅医療圏） 

②在宅医療市町担当者研修会の参加市町数：25 市町（全市町） 

③人生会議（ＡＣＰ）に係る講演会の開催回数： 

10 回（全郡市医師会） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

連絡会議や各種研修会の開催などを通じ、市町が実施する在宅

医療・介護連携推進に係る取組を促進（アウトプット）するこ

とで、県保健医療計画に定めた目指すべき方向を実現するため

の数値目標（アウトカム）の達成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,194 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,462 

うち過年度残額 

(千円) 

1,413 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,732 

うち過年度残額 

(千円) 

707 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

5,194 

うち過年度残額 

(千円) 

2,120 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

1,056 

うち過年度残額 

(千円) 

430 

民  

(千円) 

2,407 

うち過年度残額 

(千円) 

983 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

2,407 

うち過年度残額 

(千円) 

983 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.７（医療分）】 

訪問看護提供体制確保事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,334 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①訪問看護ステーション事業者 

②栃木県（訪問看護ステーション事業者に委託） 

③、④栃木県（栃木県訪問看護ステーション協議会に委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

訪問看護は在宅医療を実施する上で重要な資源であるが、栃木

県の「人口 10 万人当たりの訪問看護ステーション数」及び「人

口 10 万人当たりの訪問看護職員数」は全国下位の状況が続い

ている。そこで、今後見込まれる在宅医療の需要増大に備える

ため、訪問看護提供体制を確保する必要がある。 

 アウトカム指

標 

・訪問看護事業所に従事する看護職員数(常勤換算・65 歳以上

人口 10 万対） 

151 人(R4.4.1) → 161 人(R7.4.1) 

事業の内容 ①訪問看護ステーション設備整備支援事業 

・訪問看護ステーション等の新設に係る設備整備費を補助す

る。 

・既存の訪問看護ステーションが機能強化型訪問看護管理療

養費Ⅰ又はⅡを取得するために必要な設備整備費を補助

する。 

②訪問看護教育ステーション事業 

・身近な地域に訪問看護教育ステーションを設置し、職場体

験研修や相談対応、勉強会等を開催する。 

③訪問看護普及啓発事業 

・看護学生及び県民等を対象とした訪問看護についての普及

啓発に関する講座、医療介護関係者等に対する訪問看護導

入に向けた研修会等を開催する。 

④訪問看護ステーションサポート事業 

・訪問看護事業所の経営能力強化や運営安定化を図るための

研修会を開催するほか、経営コンサルテーション及びアド

バイザー派遣を実施する。 

・集合研修への参加が困難な訪問看護師向けに、訪問看護に

関する研修動画を制作し、オンデマンド配信する。 

・事業所職員の育成や組織作り等に関するマニュアル等作成

のための検討会を開催する。 

アウトプット指標 ①設備整備支援事業により新設又は大規模化する施設数：４施

設 
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②教育ステーションの設置数：６箇所（全二次保健医療圏） 

③訪問看護普及啓発のための普及啓発活動の実施数：４回 

④経営能力強化・運営安定化を図るための研修会の参加者数：

197 人 

経営相談窓口の利用事業所数：35 事業所（R5 年度新規開設事

業所数） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

訪問看護事業所の設置及び大規模化の促進、地域ごとの事業所

の連携強化、住民等の理解促進、事業所の経営支援を行うこと

により、質の高い訪問看護師を増やし、訪問看護提供体制の強

化を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,334 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

14,689 

うち過年度残額 

(千円) 

4,551 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

7,345 

うち過年度残額 

(千円) 

2,276 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

22,034 

うち過年度残額 

(千円) 

6,827 

その他（Ｃ） (千円) 

3,300 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

10,689 

うち過年度残額 

(千円) 

4,551 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

10,689 

うち過年度残額 

(千円) 

2,142 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.８（医療分）】 

小児在宅医療提供体制構築事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,352 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（特定非営利活動法人うりずんに委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医学の進歩等により救われる命が多くなり、日常的に在宅医療

を必要とする児が増える中で、そうした児及びその家族が自宅

や地域において安心して暮らせるよう、小児在宅医療提供体制

の整備・充実を図る必要がある。 

 アウトカム指

標 

・訪問看護ステーションにおける 15 歳未満の利用者数の増加 

336 人（R5.4 月）→ 393 人（R7.4 月） 

事業の内容 小児在宅医療に関心のある医師等向け実技講習会、小児在宅医

療関係者向け実務研修会の開催等 

アウトプット指標 ・実技講習会受講者数：50 人 

※小児二次医療圏を構成する病院、小児科標榜の病院・診療

所の医師・看護師、訪問看護事業所の看護師等 

・実務研修会参加者数：110 人 

※医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、相談支援専門員、介

護福祉士、保育士、特別支援学校職員、幼稚園教諭、行政

職等 

アウトカムとアウト

プットの関連 

本事業において、小児在宅医療に関心のある医師や訪問看護師

等向けの実技講習会や実務研修会を継続的に開催し、小児在宅

医療の携わる人材の育成や理解促進を図ることで、県内におけ

る小児在宅医療の需要増に応える。 

その中でも、特に小児在宅医療において患児に直接関わり、医

師からの指示のもとで医療行為を行うのは訪問看護師である

ことから、訪問看護ステーションにおける訪問看護サービス提

供児数の増加をアウトカムにすることで本事業の評価を行う

こととする。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,352 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

4,234 

うち過年度残額 

(千円) 

4 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,118 

うち過年度残額 

(千円) 

3 

計（Ａ＋Ｂ）  うち過年度残額 
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(千円) 

6,352 

(千円) 

7 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

4,235 

うち過年度残額 

(千円) 

4 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

4,235 

うち過年度残額 

(千円) 

4 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.９（医療分）】 

重症心身障害児（者）在宅医療支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

850 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県重症心身障害連絡協議会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療的ケアを必要とする障害児が増加傾向にある中で、NICU や小児

病棟から地域の重症心身障害児施設や在宅への円滑な移行が課題と

なっている。 

 アウトカム指

標 

訪問診療を実施する診療所、病院 274 施設(R1) → 280 施設(R6) 

 

事業の内容 重症心身障害児（者）に対する在宅医療を担う関係者の連携強

化、人材育成及び患者・家族への施設等の周知に係る講演会又

は研修会の開催に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 ・講演会の参加者数：200人 

・地区別研修会の開催：２圏域実施 

アウトカムとアウト

プットの関連 

講演会等の開催を通じて医療的ケア児を支援する地域の関係

者間の連携を強化するとともに広く施設等の周知を図ること

で、医療的ケア児が地域で安心して暮らせる体制が構築できる

ほか、成人期に移行する患者や在宅での医療技術への対応拡大

により、在宅医療の適応となる患者の増加を図ることができ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

850 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

566 

うち過年度残額 

(千円) 

566 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

284 

うち過年度残額 

(千円) 

284 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

850 

うち過年度残額 

(千円) 

850 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

医療的ケア児レスパイト事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,000 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 短期入所事業所（病院等） 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療技術の進歩等を背景として、医療的ケアが必要な障害児が

増加しており、NICU や小児病棟から在宅への円滑な移行のた

め、レスパイトケアを担う短期入所事業所（病院等）の整備等

が課題となっている。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標：短期入所事業所設置数 

・短期入所事業所（医療型）：６カ所（R３年度）→８カ所（R６

年度） 

事業の内容 医療的ケアが必要な障害児（医療的ケア児）の在宅移行を進め

るため、短期入所事業所の開設等に必要な設備整備に要する経

費を補助する。 

アウトプット指標 整備を行う施設数（医療型）：２施設 

アウトカムとアウト

プットの関連 

レスパイトケアの充実により、在宅で療養できる医療的ケア児

の増加が見込まれるほか、事業所で対応できる医療技術の拡大

により、在宅医療を選択できる患者の増加を図ることができ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,333 

うち過年度残額 

(千円) 

637 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,667 

うち過年度残額 

(千円) 

319 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

5,000 

うち過年度残額 

(千円) 

956 

その他（Ｃ） (千円) 

5,000 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

未定 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

訪問看護推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,837 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

 

事業の実施主体 栃木県（栃木県看護協会及び栃木県訪問看護ステーション協議

会に委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県における「人口 10 万人当たりの訪問看護職員数」は、全

国下位の状況が続いているため、今後の在宅医療の需要増大に

備えるべく、訪問看護に従事する職員数を確保し、適切な医療・

介護サービスが供給できるよう、在宅医療に係る提供体制を強

化する必要がある。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標： 

・訪問看護ステーションに勤務する看護職員数(常勤換算） 

947.9 人(R5.4.1) →1108.1 人(R7.4.1) 

事業の内容 訪問看護研修の実施 

①人工呼吸器装着者等在宅療養支援研修 

②在宅ターミナルケア研修 

③小児訪問看護研修 

④精神科訪問看護研修 

アウトプット指標 訪問看護研修の受講者数 

①人工呼吸器装着者等在宅療養支援研修：20 名 

②在宅ターミナルケア研修：30 名 

③小児訪問看護研修：20 名 

④精神科訪問看護研修：50 名 

アウトカムとアウト

プットの関連 

研修受講により、看護職員の資質が向上し、在宅療養者支援の

質が高められるとともに、看護職員のモチベーションの維持・

向上が図られることで、訪問看護ステーションへの就業及び定

着につながる。（例）医療依存度の高い患者の在宅療養生活の継

続の支援等を行う訪問看護ステーションの設備整備を支援す

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,837 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,224 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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613 1 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,837 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,224 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,224 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,423 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県歯科医師会、郡市歯科医師会等 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

患者や家族が状況に応じた在宅での療養生活を選択できるよう、在

宅歯科医療に関する相談体制の充実や地域におけるコーディネート

機能の確保を図る必要がある。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標：訪問歯科診療を実施する歯科診療所数 

236 施設(R3 年度) → 248 施設(R6 年度) 

事業の内容 在宅歯科医療連携室の運営に要する経費（在宅歯科医療希望者への

歯科診療所の紹介、歯科医療相談、歯科医療機器の貸出等）を補助す

る。 

アウトプット指標 相談件数：30 件 

アウトカムとアウト

プットの関連 

在宅歯科医療希望者への歯科診療所の紹介、相談、歯科医療機器の貸

出し等を行うことで在宅歯科医療の利用促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,423 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,615 

うち過年度残額 

(千円) 

533 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

808 

うち過年度残額 

(千円) 

267 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,423 

うち過年(千円) 

800 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公 (千円) 

0 

うち過年(千円) 

0 

民 (千円) 

1,615 

うち過年(千円) 

533 

うち受託事業等（注２(千円) 

0 

うち過年(千円) 

0 

備考  

  



（令和６年度計画） 

35 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

在宅歯科医療従事者研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,048 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県歯科医師会、郡市歯科医師会等 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

在宅歯科医療を充実させるため、医療機関間の理解促進、連携、スキ

ルアップを図る研修事業を行う必要がある。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標：訪問歯科診療を実施する歯科診療所数 

236 施設(R3 年度) → 248 施設(R6 年度) 

事業の内容 歯科医師及び歯科衛生士等に対する在宅歯科医療研修に要する経費

を補助する。 

アウトプット指標 ・研修会開催回数：２回 

・研修会受講者数：100 人 

アウトカムとアウト

プットの関連 

在宅歯科医療の理解、スキルを身につけることで在宅歯科医療に取

り組む歯科医療機関の増加を図り、在宅歯科医療の利用促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,048 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

698 

うち過年度残額 

(千円) 

430 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

350 

うち過年度残額 

(千円) 

216 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,048 

うち過年度残額 

(千円) 

646 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

698 

うち過年度残額 

(千円) 

430 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

在宅訪問薬剤師推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,634 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県薬剤師会 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

在宅医療の充実のためには訪問薬剤指導の普及が重要であり、

服薬指導に加え、在宅療養患者の状態を主治医にフィードバッ

クし、連携が図れる薬剤師を育成することが必要である。 

 アウトカム指

標 

アウトカム指標：訪問薬剤指導を実施する薬局数 

 304 施設（R5.4.1）→ 361 施設(R7.4.1) 

事業の内容 ① 薬剤師の在宅業務推進事業 

・在宅医療を行う薬剤師に必要とされる知識取得や対応力向上

のための研修会の実施に要する経費を補助する。 

② 在宅医療における多職種連携オーラルフレイル予防推進

事業 

・口腔・嚥下機能に関する各種取組の実施（①確認票の作成②

資材の開発③栄養士と連携した介護者等に対する教育の実施

④薬局に配置する栄養状態改善のための商品の推奨リストの

作成）に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 ① 在宅訪問薬剤師人材育成研修：50 人 

② 多職種連携による介護者等へのオーラルフレイル予防教

育：50 人 

アウトカムとアウト

プットの関連 

在宅訪問する薬剤師として必要な幅広い薬学的知識を持つ薬

剤師を育成することにより、在宅医療に対応できる薬剤師の増

加につながる。 

また、在宅関係多職種に対して薬剤師業務を PR することによ

り、在宅医療に対応できる薬局を増加させ、かかりつけ機能の

充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,634 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,089 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

545 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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1,634 0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,089 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,089 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

在宅歯科・障害者歯科医療協力医等人材育成事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,517 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県歯科医師会歯科医師 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

住み慣れた地域において、個人の特性に応じた必要な歯科保健医療

サービスを受けられる体制を整備するため、在宅歯科医療を行う医

師の育成・確保を進める必要がある。 

 アウトカム指

標 

・日本障害者歯科学会認定医が在籍する在宅医療圏 

県内11在宅医療圏 ６在宅医療圏（R4） → 11在宅医療圏（R9） 

・訪問歯科診療を実施する歯科診療所数 

 236 施設(R3 年度) → 248 施設(R6 年度) 

事業の内容 要介護者に対する在宅歯科医療体制の充実を図るため、日本障害者

歯科学会認定医の資格取得に必要な臨床等経費を補助することで認

定医を育成する。 

アウトプット指標 ・新たに日本障害者歯科学会認定医を取得する歯科医師：2人 

アウトカムとアウト

プットの関連 

脳血管疾患、脊髄小脳変性症及び筋萎縮性側索硬化症など要介護認

定の対象となる疾患を有する患者への歯科医療に必要な知識・スキ

ルを身につけた歯科医師（日本障害者歯科学会認定医）を増やすこと

で、在宅歯科医療提供体制の整備を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,517 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,011 

うち過年度残額 

(千円) 

3,011 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,506 

うち過年度残額 

(千円) 

1,506 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,517 

うち過年度残額 

(千円) 

4,517 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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3,011 3,011 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

０ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

備考  
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事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名  

【No.16（医療分）】 

医師確保推進事業 

総事業費（計画期間の総

額）】 

347,928 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（とちぎ地域医療支援センター、一部民間事業者に委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の医師偏在指標は全国 32 位であるとともに、３つの２次医療圏

が医師少数区域に相当していることから、県全体での医師確保及び医

師の地域偏在解消に取り組む必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：県内各医療圏の医師偏在指標が医師少数区域を脱す

る指標となる。（医師少数区域の医師偏在指標が下位33.3パーセンタイ

ル指標値を超える） 

○二次医療圏の下位33.3パーセンタイル 179.4 参考）常勤医師数 

・県北医療圏（医師少数）   171.2            390人 

・県西医療圏（医師少数）   168.1             156人 

・両毛医療圏（医師少数）   179.3             312人 

・宇都宮医療圏（中間）    207.6             642人 

・県東医療圏（中間）     207.0              100人 

・県南医療圏（医師多数）  345.3              1,524 人 

 

※令和６年度医師現況調査による 

事業の内容 ① 栃木県医療対策協議会の開催（医師確保に関する協議等） 

② とちぎ地域医療支援センター及びサテライトの運営（地域枠医師等

のキャリア形成支及び配置調整、医師確保に係る総合企画） 

③ 医師修学資金貸与事業による医師の養成 

④ 無料職業紹介事業（病院見学経費の助成） 

臨床研修医確保のための合同説明会及び初期臨床研修医を対象とした

研修セミナー出展 

アウトプット指標 ①医療対策協議会の開催回数：３回/年 

②地域枠医師の派遣者数（キャリア形成プログラム適用対象者）：116名 

③地域枠学生の養成数（卒前支援プラン適用対象者）：100名 

④支援件数：５件 

⑤合同説明会への出展回数：２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本県で勤務する医師の養成及び医師不足地域への適正配置などに取り

組むことで、医師の不足・偏在の解消を図る。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

347,928 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

231,952 

うち過年度残額 

(千円) 

4,215 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

115,976 

うち過年度残額 

(千円) 

2,109 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

347,928 

うち過年度残額 

(千円) 

6,324 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

4,859 

うち過年度残額 

(千円) 

38 

民  

(千円) 

227,093 

うち過年度残額 

(千円) 

2,070 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

9,378 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 

緊急分娩体制整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

74,001千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

全区域 

事業の実施主体 分娩を取り扱う病院、診療所、助産所 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月31日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

県内の医療施設に従事する人口10万人当たりの医師数を主たる診療科別

にみると、産婦人科及び産科では、平成28年で9.1人が平成30年で9.0人と

減少しており、依然として不足している状況にある。 

 ア ウ ト

カ ム 指

標 

アウトカム指標：分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

122人(R5.4.1)→ 129人（R7.4.1） 

事業の内容 病院等が支給する産科医及び助産師等への分娩手当に対する助成 

アウトプット指標 手当支給施設数： 21施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

分娩手当を支給する医療機関を支援し、産科医等の処遇改善を図ること

で、分娩取扱医師の増加・定着につながる。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

74,001 

 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

27,111 

うち過年度残額(千円) 

9,716 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,556 

うち過年度残額(千円) 

4,858 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

40,667 

うち過年度残額(千円) 

14,574 

その他（Ｃ） (千円) 

33,334 

 

基 金 充 当 額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公 (千円) 

未定  

うち過年度残額(千円) 

0 

民 (千円) 

未定  

うち過年度残額(千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 

周産期医療対策事業（新生児入院手当） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

12,390千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

全区域 

事業の実施主体 総合周産期母子医療センター、地域周産期医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月31日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

産科医等医療従事者の不足により、地域周産期医療機関や分娩取扱医療機

関が減少する中、県域を超えた救急搬送患者も受け入れるなど、総合周産

期母子医療センターや地域周産期医療機関の負担が増大している。産科

医、助産師等医療従事者の確保や各医療圏における地域周産期医療機関の

確保等により、周産期医療提供体制を確保・充実させる必要がある。 

 アウトカ

ム指標 

アウトカム指標：総合周産期母子医療センター及び地域周産期医療機関

に勤務する小児科医師数（常勤）130人（R5.4.1）→130人（R7.4.1） 

事業の内容 出生後ＮＩＣＵへ入室する新生児を担当する医師に支給する新生児入院

手当への助成 

アウトプット指標 手当支給施設数：４施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

新生児入院手当を支給する医療機関を支援し、ＮＩＣＵへ入室する新生児

を担当する医師の処遇改善を図ることで、小児医療施設に従事する医師の

増加・定着につながる。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,390 

  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,753 

(千円) 

1,606 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,377 

(千円) 

 804 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,130 

うち受託事業等（再掲）（注２）(千円) 

2,410 

その他（Ｃ） (千円) 

8,260 

 

基 金 充 当 額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公 (千円) 

 未定  

うち過年度残額(千円) 

民 (千円) 

未定  

うち過年度残額(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 

女性医師等支援普及啓発事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

900 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 基幹型臨床研修病院の開設者、県医師会、郡市医師会 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師や看護師をはじめ医療従事者の不足が深刻化しており、県内定着

の促進、再就業の促進、離職防止等の対策が喫緊の課題となっている。

特に、女性医師については、出産・育児と医師の業務を両立し、キャリ

ア形成を行うことが可能な職場環境の整備が求められている。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：県内病院に勤務する常勤女性医師数 

710 人（R4.4.1）→ 728 人（R6.4.1） 

事業の内容 女性医師支援を目的とした普及啓発事業や相談窓口等の設置に要する

経費を補助する。 

アウトプット指標 補助件数：３件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

女性医師が働きやすい職場環境が整うことで、離職防止及び再就業の

促進につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

900 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

600 

うち過年度残額 

(千円) 

600 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

300 

うち過年度残額 

(千円) 

300 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

900 

うち過年度残額 

(千円) 

900 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公 (千円) 

0 

うち過年度(千円) 

0 

民 (千円) 

600 

うち過年度(千円) 

600 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.20（医療分）】 

歯科衛生士再就職支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

901 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①栃木県歯科医師会 

②栃木県（栃木県歯科医師会に委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

結婚、出産、育児、介護等の理由で離職した歯科衛生士が職場復帰でき

る体制が整備されていないため、慢性的に歯科衛生士が不足している。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：就業歯科衛生士数 

1,992 人（R4 年度） → 2,082 人（R6 年度） 

事業の内容 ①歯科衛生士の再就職支援を目的とした歯科衛生士向け技術研修会の

開催に要する経費を補助する。 

②歯科衛生士の再就職支援を目的とした歯科医院向け就労支援セミ

ナーを開催する。 

アウトプット指標 ①研修会受講歯科衛生士数：30人 

②セミナー受講歯科医院数：30 施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

離職した歯科衛生士の再就職を歯科衛生士・歯科医院それぞれに対し

て支援することにより、県内の歯科衛生士の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

901 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

600 

うち過年度残額 

(千円) 

218 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

301 

うち過年度残額 

(千円) 

109 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

901 

うち過年度残額 

(千円) 

327 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

600 

うち過年度残額 

(千円) 

218 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

131 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.21（医療分）】 

新人看護職員応援研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

46,353 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ① 栃木県（栃木県看護協会に委託） 

② 医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制を充実させるた

め、各医療機能に対応できる看護師の育成・確保が必要である。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：看護職員の離職率 

10.7％（R3 年度）→ 9.3％（R６年度） 

事業の内容 ① 新人看護職員、教育担当者、実地指導者及び就業後２～３年

目の看護職員を対象とした研修を実施する。 

② 医療機関が実施する新人看護職員への研修に要する経費を

補助する。 

アウトプット指標 ① 研修受講者数（実人数） 

多施設合同研修：120 人 研修責任者研修：50 人 

実地指導者研修：60 人 レベルアップ研修：60 人 

支援施設数：29 病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

離職率の高い就業後１年未満の新人看護師が抱くリアリティ

ショックの解消等精神的な支援を行うなど合同研修を実施し、新

人看護師の離職防止を図ることにより、看護師の定着・確保につ

ながる。 

また、教育担当者等への研修に要する経費を支援し、各医療機関

の研修体制を充実させることで、新人看護師の離職防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

46,353 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

16,128 

うち過年度残額 

(千円) 

1,115 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

8,065 

うち過年度残額 

(千円) 

558 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

24,193 

うち過年度残額 

(千円) 

 1,673 

その他（Ｃ） (千円) 

22,160 
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

16,128 

うち過年度残額 

(千円) 

1,115 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,355 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.22（医療分）】 

認定看護師養成支援等事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

34,430 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関、訪問看護ステーション 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療の高度化・専門化が進む中、安心で質の高い医療サービスを

提供するため、高水準の知識や技術を有する認定看護師及び特定

行為研修修了者を養成・確保し、質の高い医療提供体制整備を図

る必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標： 

・県内認定看護師数 

 285 人（R6.3 月）→299 人（R6 年度） 

・特定行為研修修了看護師の県内就業者数 

 171 人（R4 年）→ 191 人（R6 年） 

事業の内容 認定看護師及び特定行為研修の受講に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 ① ・認定看護師に係る補助人数：14 人 

・特定行為研修に係る補助人数：46 人（共通 26 人、区分別 20 人） 

② ・研修等受講者数（実人数） 

研修修了者情報交換会：30 人 管理者向け普及啓発研修：30 人 

中堅看護師向け普及啓発研修：30 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認定看護師及び特定行為研修の受講に要する経費を支援するこ

とにより、認定看護師及び特定行為研修修了者の増加に直接的な

効果がある。 

また、普及啓発研修の実施により研修受講者の増加と、研修修了

後の看護実践の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

34,430 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

15,533 

うち過年度(千円) 

8,088 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,767 

うち過年度(千円) 

4,044 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

23,300 

うち過年度(千円) 

12,132 

その他（Ｃ） (千円) 

11,130 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

未定 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

未定 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.23（医療分）】 

看護実習環境確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,869 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（栃木県看護協会に委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護師等養成所の指定規則の改正に伴い、新しい実習分野の追加

への対応が求められている中、実習施設での指導者が不足してお

り、その充足を図る必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標： 

看護師、准看護師養成所卒業生の県内定着率 

68.2％（R4 年度）→ 70％（R6 年度） 

事業の内容 実習先病院等における実習指導看護師不足の解消を目的とした

実習指導者講習会を実施する。 

アウトプット指標 講習会受講者数：70 人（実習指導者講習会 45 人、特定分野講習

会 25 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

講習会の実施により実習指導者を養成し、実習施設の拡充を図る

ことで、県内での看護実習機会及び県内実習施設への就職者の増

加が期待され、看護学生の県内定着につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,869 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,579 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,290 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,869 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,579 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

2,579 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.24（医療分）】 

看護教員継続研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

309 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県看護系教員協議会 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制の充実に向けて、

各医療機能に対応できる看護師を育成・確保するためには、養成

機関における看護基礎教育の充実等に向けて、教員の資質向上及

び定着促進を図っていく必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標： 

看護師、准看護師養成所卒業生の県内定着率 

68.2％（R4 年度）→ 70％（R6 年度） 

事業の内容 栃木県看護系教員協議会が実施する次の内容に係る研修費用を

補助する。 

・新任期：看護政策・看護教育の動向 、事業設計や教育実践の向

上 

・中堅期：対人関係スキル、新任教員への指導、研究能力の向上 

・管理期：学校評価、マネジメント・危機管理能力の向上 

アウトプット指標 ・研修受講者数（延べ数） 

新任期（教員経験４年未満）：40 人 

中堅期（教員経験５～10 年）：40 人 

管理期（教員経験 11 年以上）：40 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業により、養成所の教員の資質向上を図ることにより、養成

所における教育がより充実したものとなり、学生の県内定着率の

上昇につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

309 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

206 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

103 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

309 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円)  
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

206 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.25（医療分）】 

助産師相互研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

881 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

 

事業の実施主体 栃木県（栃木県看護協会に委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制を充実させるた

め、各医療機能に対応できる助産師の育成・確保が必要となって

いる。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：就業助産師数（人口 10 万人当たり）※ 

 29.9 人（R4 年）→ 30.5 人（R8.12.31） 

※看護職員調査の届出数（県独自集計） 

事業の内容 ・助産師に対する最新の知識や技術を取得する講義・演習等の実

施 

・病院及び診療所に勤務する助産師に対する相互現地研修の実施 

アウトプット指標 ・研修参加助産師数（実人数）：20 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修を受講することで、助産師の資質向上及びモチベーションの

維持・向上が図られ、就業定着につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

881 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

587 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

294 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

881 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

587 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

うち受託事業等（注２） うち過年度残額 
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(千円) 

587 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.26（医療分）】 

看護職員キャリア継続支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,736 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（栃木県看護協会に委託） 

 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員の更なる確保のためには、定年退職後も働き続けられる

環境の整備等を行うことにより、プラチナナース（熟練した看護

技術と対人スキルを持つ定年又は早期退職した看護職員）等の効

率的活用を図る必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：就業看護師数（人口 10 万人当たり）※ 

976.7 人（R4.12.31）→ 1,049.8 人（R8.12.31） 

※看護職員調査の届出数（県独自集計） 

事業の内容 定年後も継続してプラチナナースとしてのキャリアが築けるよ

う、主に以下の取組を実施 

・退職前看護職員及び求人施設に対するセカンドキャリア周知セ

ミナー 

・再就業の際に必要となる知識・技術を修得する研修会の実施 

・その他プラチナナース等の求人施設に向けた施設訪問等 

アウトプット指標 ・キャリア継続支援研修参加者数：140 人 

・セカンドキャリア支援研修会受講者数：489 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修等の実施により、プラチナナース等のセカンドキャリアを支

援することで、定年退職後の就業看護職員数の増加に直接的な効

果があり、県内就業看護職員数の増加につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,736 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

11,157 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,579 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,736 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

その他（Ｃ） (千円) 

0 
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

11,157 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

11,157 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

273,002 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 看護師養成所、准看護師養成所、助産師養成所 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制の充実に向けて、各医

療機能に対応できる看護師を育成・確保するためには、看護師等養成所

の安定的な運営及び看護基礎教育の充実等を図り、県内就業看護師の

増加及び資質の向上につなげていく必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標： 

看護師、准看護師養成所卒業生の県内定着率 

 68.2％（R4 年度）→ 70％（R6年度） 

事業の内容 県内の看護師等養成所に対する運営費を補助する。 

（補助基準額＋県内定着率加算＋資格試験合格率加算） 

アウトプット指標 支援養成所数：16 校 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師等養成所に対して運営費助成を行うことにより、看護師等養成

所の安定的な運営及び看護基礎教育の充実等が図られ、県内看護職員

等の増加につながる。また、運営費助成について、県内定着率及び資格

試験合格率に応じた加算を行うことにより、看護師等の県内定着率の

向上につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

273,002 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

182,001 

うち過年度残額 

(千円) 

7,081 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

91,001 

うち過年度残額 

(千円) 

3,541 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

273,002 

うち過年度残額 

(千円) 

10,622 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

12,631 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

169,370 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.28（医療分）】 

看護師等修学資金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

43,320 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の看護師数は 10 万対で全国 40 位であり、看護師少数都道府県で

ある。2025 年の超高齢社会の到来を見据え、県民が、医療や介護が必

要な状態となっても、可能な限り住み慣れた地域で安心して日常生活

を継続することができる社会を実現していくためには、看護学生の県

外流出の防止や UIJ ターン者の県内就業の促進に加え、中小規模医療

機関への就業促進等により、看護職員の確保が喫緊の課題となってい

る。 

 
アウトカム指標 

看護師、准看護師養成所卒業生の県内定着率 

68.2％（R4 年度）→ 70％（R6 年度） 

事業の内容 保健師、助産師、看護師又は准看護師を養成する学校養成所の在学者に

対して返還免除要件付きの修学資金を貸与する。 

アウトプット指標 学校養成所在学者への修学資金貸与：133 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護学生に対して返還免除条件を定めたうえで修学資金を貸与するこ

とで県内就業者数が増加し、地域や在宅での医療を支える看護職員の

確保に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

43,320 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

28,880 

うち過年度残額 

(千円) 

18,709 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

14,440 

うち過年度残額 

(千円) 

9,355 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

43,320 

うち過年度残額 

(千円) 

28,064 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

28,880 

(千円) 

18,709 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.29（医療分）】 

医療勤務環境改善推進事業 

【総事業費（計画期間の

総額）】 

30,776 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ① 栃木県（栃木県医師会に委託） 

勤務環境改善計画に基づく勤務環境改善を行う医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師や看護師を始め医療従事者の不足が深刻化しており、県内定着の

促進、再就業の促進、離職防止等の対策が喫緊の課題となっている。ま

た、長時間労働や当直、夜勤・交代制勤務等厳しい勤務環境にある医師

や看護職等が健康で安心して働くことができる環境整備も喫緊の課題

となっている。 

 アウトカム指標 アウトカム指標： 

・県内病院に勤務する常勤医師数（栃木県調査） 

3,174 人（R5.4.1）→ 3,209 人（R7.4.1） 

・看護職員の離職率 

 10.7％（R3 年度）→ 9.3％（R5 年度） 

事業の内容 ① とちぎ医療勤務環境改善支援センターの運営 

② 勤務環境改善計画の推進のために必要と認められる施設・設備整備

に要する経費への補助 

アウトプット指標 勤務環境改善計画に基づく勤務環境改善を行う施設数：３施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療従事者の勤務環境改善を図ることにより、医師の確保や看護師の

離職防止を図り、医療従事者の確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

30,776 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

12,517 

うち過年度残額 

(千円) 

1,333 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

6,259 

うち過年度残額 

(千円) 

667 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

18,776 

うち過年度残額 

(千円) 

2,000 

その他（Ｃ） (千円) 

12,000 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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の別（注１） 民  

(千円) 

12,517 

うち過年度残額 

(千円) 

1,333 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

4,517 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.30（医療分）】 

病院内保育所運営費補助金 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

135,489 千円  
事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 病院内保育所 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師や看護師を始め医療従事者の不足が深刻化しており、県内定着及

び再就業の促進並びに離職防止等の対策が喫緊の課題となっている。

また、長時間労働や当直、夜勤・交代制勤務等厳しい勤務環境にある医

師や看護職等が健康で安心して働くことができる環境整備も課題と

なっている。 

 アウトカム指標 アウトカム指標： 

・県内病院に勤務する常勤医師数（栃木県調査） 

3,174人（R5.4.1）→ 3,209人（R7.4.1） 

・看護職員の離職率 

10.7％（R3 年度）→ 9.3％（R6年度） 

事業の内容 医師や看護職員等の離職防止と未就業看護職員の再就業の促進を図る

ため、病院内保育施設の運営に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 補助施設数：23施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院内保育所の運営を支援することにより、子を持つ医師や看護職員

等の離職防止及び再就業の促進が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

135,489 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

34,724 

うち過年度残額 

(千円) 

18,709 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

17,363 

うち過年度残額 

(千円) 

9,355 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

52,087 

うち過年度残額 

(千円) 

28,079 

その他（Ｃ） (千円) 

83,402 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

566 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

 34,158 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

  

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31（医療分）】 

小児救急医療支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

127,662千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

全区域 

事業の実施主体 市町村等 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月31日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

休日や夜間など時間に関係なく、比較的軽症な患者が救急医療を利用す

る、いわゆる「救急医療のコンビニ化」や「大病院志向」などにより、二

次・三次救急を担う医療機関へ患者が集中し、小児科勤務医師の疲弊を招

いている。 

 アウトカ

ム指標 

アウトカム指標：県内病院に勤務する小児科医師数（常勤） 

175人（R5.4.1）→ 175人（R7.4.1） 

事業の内容 小児科医の確保を図るため、小児救急拠点病院等において、通常の救急診

療体制とは別に小児科医等により重症の小児救急患者に対する診療体制

を確保する上で必要となる経費を補助する。 

アウトプット指標 対象事業者数：６市町等（12病院） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

小児救急拠点病院の運営を支援することで休日・夜間の小児救急医療体制

を整備し、小児科勤務医師の負担軽減を図ることにより、医師の確保につ

なげる。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

127,662 

  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

56,738 

うち過年度残額(千円) 

1,692 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

28,370 

うち過年度残額(千円) 

847  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

85,108 

うち過年度残額(千円) 

2,539 

その他（Ｃ） (千円) 

42,554 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注１） 

公 (千円) 

56,738 

うち過年度残額(千円) 

1,692 

民 (千円) 

 

うち過年度残額(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32（医療分）】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

26,105千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月31日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

休日や夜間など時間に関係なく比較的軽症な患者が救急医療を利用する、

いわゆる「救急医療のコンビニ化」や「大病院志向」などにより、二次・

三次救急を担う医療機関へ患者が集中し、小児科勤務医師の疲弊を招いて

いる。 

 アウトカ

ム指標 

アウトカム指標：県内病院に勤務する小児科医師数（常勤） 

175人（R5.4.1）→ 175人（R7.4.1） 

事業の内容 小児科医の確保を図るため、小児救急患者の保護者向け電話相談事業を実

施する。 

アウトプット指標 相談件数：23,000件 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

小児救急電話相談事業を通じて症状に応じた適切なアドバイスを行うこ

とにより、救急医療の適正利用を推進するとともに、小児の軽症者の救急

搬送人員を抑制し、小児科医の負担軽減を図ことで、小児科医の定着・確

保につながる。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

26,105 

  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

17,403 

うち過年度残額(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

8,702 

うち過年度残額(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

26,105 

うち過年度残額(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注１） 

公 (千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

民 (千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.33（医療分）】 

精神科救急医療連携研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

519千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

精神科救急においては、特に身体合併症患者の受入れが難しく、搬送時間

の長期化等により一般救急等にも影響が出ている状況にあることから、増

加傾向にある身体合併症患者に対応できる医療従事者等を養成し、円滑な

精神科救急患者受入体制を構築することが必要である。 

 アウト

カム指

標 

アウトカム指標：県内の精神科病院に勤務する医師数 

常勤換算 236 人（R5年度）→ 237 人（R7年度） 

事業の内容 精神科救急に携わる医療従事者（一般科、精神科）等を対象とした身体

合併症事例をもとに各部門の関わり等について検討する研修会を開催す

る。 

アウトプット指標 研修会受講者数： 60 人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

精神科救急における課題の共有や困難事例の検討を通して、一般科、精神

科それぞれの救急に従事する医療従事者等の能力開発や理解の深化が図

られる。さらに、一般科、精神科の医療機関の連携を強化することにより、

身体・精神合併症に係る救急患者の円滑な受入体制の構築が促進される。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

519 

 

基 

金 

国（Ａ）  

(千円) 

346 

うち過年度残額 

(千円) 

213 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

173 

うち過年度残額 

(千円) 

107 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

519 

うち過年度残額 

(千円) 

320 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額 

（国費）における 

公民の別（注２） 

公  

(千円) 

346 

うち過年度残額 

(千円) 

213 
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民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

  



（令和６年度計画） 

71 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 
【No.34（医療分）】 

看護師養成所施設設備整備助成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

295,440 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 看護師養成施設開設者 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の養成所では、少子化の影響等による入学者の減少を見越した定

員減の動きが続く。一方、県内の養成所卒業生が首都圏等の病院に就業

する動きは変わらず、卒業生の県内定着率は大きな変動がみられない。

今後の医療介護需要の増大や新興感染症等への備えから、看護職員の

計画的かつ安定的確保が必要であり、一定の養成施設数（定員数）を確

保することが課題となっている。 

 アウトカム指標 看護師、准看護師養成所卒業生の県内定着率 

68.2％（R4 年度）→ 70％（R6 年度） 

事業の内容 看護職員の計画的かつ安定的な確保を図るため、看護師養成所の施設

整備及 

び初度設備整備に対して助成する。 

アウトプット指標 支援養成所数：１校 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護学生に対し充実した教育環境を確保することにより、県内就業者

数が増加し、地域や在宅での医療を支える看護職員の確保に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

295,440 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

98,480 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

49,240 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

147,720 

うち過年度残額 

(千円) 

1 

その他（Ｃ） (千円) 

147,720 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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98,480 1 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.35（医療分）】 

県養成医師研修派遣負担金 

【総事業費（計画期間の総額）】 

90,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 自治医科大学附属病院、獨協医科大学病院 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の医師偏在指標は全国 31 位となり、医師少数区域は脱したが、３

つの２次保健医療圏が医師少数区域に相当していることから、県全体

での医師確保及び医師の地域偏在解消に取り組む必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標： 

①県内病院に勤務する常勤医師数（栃木県調査） 

3,174人（R5.4.1）→ 3,124人（R6.4.1） 

《内訳》 

県北医療圏（医師少数）   384人→   390人 

県西医療圏（医師少数）   165人→   156人 

両毛医療圏（医師少数）   309人→   312人 

宇都宮医療圏（中間）    619人→   642人 

県東医療圏（中間）      97人→   100人 

県南医療圏（医師多数） 1,600人→ 1,524人 

②キャリア形成を理由とした地域枠からの離脱率 

0.1％（R5 年度）→ 0.0％（R6 年度） 

事業の内容 専門研修プログラムの履修を希望する地域枠医師を受け入れた基幹施

設（大学病院）に対して、当該地域枠医師の人件費の一部を負担する。 

アウトプット指標 ①キャリア形成プログラムに参加する地域枠医師の割合：100％ 

②県内で専門研修を履修する地域枠医師の割合：100％ 

アウトカムとアウトプット

の関連 

キャリア形成プログラムに基づき、地域枠医師が希望するキャリアを

支援することにより、地域枠医師の県内定着を図り、もって県内の医師

不足及び地域偏在の解消につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

90,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

60,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

30,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

90,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

60,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.36（医療分）】 

国際医療福祉大学医学検査学科施設整備助成

費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,340,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 国際医療福祉大学 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

タスクシフトによる医師の負担軽減や今後の振興感染症の発生

に備えた検査体制の充実から臨床検査技師の重要性が認識され

ており、需要がさらに高まることが想定されることから、質の高

い臨床検査技師を安定的に確保する必要がある。 

 アウトカム指標 ①当該臨床検査技師養成校における県内居住者の入学者数 

②当該臨床検査技師養成校における県内就職者数 

事業の内容 臨床検査技師養成校の新設に係る施設整備事業に要する経費の

一部を助成する。 

アウトプット指標 支援養成所数：１校 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県内に臨床検査技師養成校を新設することにより供給数が増加

し、県内の臨床検査技師の安定的な確保に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,340,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

444,096 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

222,049 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

666,145 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

2,673,855 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

444,097 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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0 0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.37（医療分）】 

救急科医修学資金貸与事業 

【総事業費（計画期間の

総額）】 

4,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（とちぎ地域医療支援センター） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

救急科は緊急の患者対応等で長時間労働が多く、希望者が少ない状況であり、

医師の働き方改革や高齢化により、将来の県内の救急医療体制の維持が困難に

なることが推測されることから、救急科の医師の養成・確保に取り組む必要が

ある。 

 アウトカム指標 重傷患者の搬送における受入困難件数の割合 

  7.0%（全国31位）（R３年度） → 全国上位（1～15位）（R11年度） 

救命救急センターの応需率 

 76.1％（全国41位）（R３年度）→ 全国上位1/2位（R11年度） 

※栃木県保健医療計画（８期計画）から 

事業の内容 ・救急科を志望する学生等への修学資金貸与 

アウトプット指標 ・医師修学資金（救急科）貸与 １件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

救急科を志望する学生に修学資金を貸与し、県内に不足する救急科の

医師の増加・定着につなげることにより、県内救急医療体制の充実強化

につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,666 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,334 

うち過年度残額 

(千円) 

0  
計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

2,666 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.38（医療分）】 

地域を支える専攻医確保・育成事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

7,000 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 県内専門研修プログラム基幹施設 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

救急科、産科及び小児科は緊急の患者対応等で長時間労働が多く、希望者が少ない

状況であり、医師の働き方改革や高齢化により、将来の県内の救急医療体制の維持

が困難になることが推測されることから、県内の医療機関に勤務し、その後の定着

も期待できる若手医師（専攻医）の確保に取り組む必要がある。 

アウトカム指標 アウトカム指標：県内の救急科・産科・小児科の医師数 

 397人（R5年度）※１ → 505人（R18年度）※２ 

※１ 医師現況調査（栃木県調査） 

※２ 都道府県別診療科ごとの将来必要な医師数の見通し（医師需給分科会資料） 

事業の内容 専攻医を引きつける魅力的なプログラム作成に要する経費等の助成 

アウトプット指標 専攻医が少ない連携施設と連携した新たなプログラム作成 ７

件 

アウトカムとアウト

プットの関連 

医療機関が実施する専門研修体制の魅力向上に関する取組を支

援することにより、県内医療機関に不足する救急科・産科・小

児科医の増加・定着につながる。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,000  

 

基

金 

国（Ａ） (千円) 

4,666 

うち過年度残額(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,334 

うち過年度残額(千円) 

0  
計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,000 

うち過年度残額(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 
 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の別

（注１） 

公 (千円) 

0 

うち過年度残額(千円) 

民 (千円) 

4,666 

うち過年度残額(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.39（医療分）】 

食事療養提供体制確保支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

76,479千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

食材料費の高騰に伴い、食材料費の高騰による負担を軽減し、管理栄養

士等の専門人材とのチーム医療による適切な助言・管理の下での、患者が

必要としている栄養が得られる食事の提供が必要。 

 アウト

カム指

標 

①支援対象施設数 

201 施設（目標） 

②支援対象病床数 

22,337床（目標） 

事業の内容 食材料費の高騰による負担を軽減し、チーム医療による適切な助言・管

理の下での、患者が必要としている栄養が得られる食事の提供を行う病

院及び有床診療所を支援する。 

アウトプット指標 食事療養提供体制の確保を行う病院（有床診療所）への支援数 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

食事療養提供体制の確保を行う病院及び有床診療所を支援することによ

り、食事療養提供体制の維持を図る。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

76,479 

 

基 

金 

国（Ａ）  

(千円) 

50,986 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

25,493 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

76,479 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ）   

基金充当額 

（国費）における 

公民の別（注２） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

50,936 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注

２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.40（医療分）】 

救急・災害医療人材確保育成事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

20,000千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

県全域 

事業の実施主体 自治医科大学 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

栃木県では、救急搬送人員数が約 20 年の間に約 1.7 倍に増加しており、

救急医療を担う医師が不足している現状である。 

 また、コロナ禍においては感染拡大に併せて救急搬送困難事案が増加す

るなど県全体の救急医療提供体制の課題が顕在化したところであり、平時

の救急医療提供体制の確保に加えて、新興感染症発生まん延時や近年多発

する風水害等の災害時の救急医療・医療救護活動を担う救急・災害医療人

材の確保・育成が喫緊の課題となっている。 

 アウト

カム指

標 

アウトカム指標： 

○附属病院の救急部医師数 

現状値【18 名】(R6.4.1 現在) → 目標値【19名】(R7.4.1 現在) 

○附属病院の DMAT 隊員数（LDMAT 隊員数を含む。） 

 現状値【35 名】(R6.4.1 現在) → 目標値【40 名】(R7.4.1 現在) 

事業の内容 救急・災害医療に係る人材育成や県内医療機関の体制強化のための研

究・実践を行う寄附講座の設置（令和６～８年度の３年間の設置を想

定） 

アウトプット指標 救急・災害医療人材育成等に係る業務に従事する医師数 ２名 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

寄附講座設置により救急・災害医療に精通した医療従事者を確保すること

で、附属病院の救急部における救急医療提供体制を維持しつつ、県全体の

救急・災害医療人材育成や体制強化を図ることが可能となる。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,000 

 

基 

金 

国（Ａ）  

(千円) 

13,333 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

6,667 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

20,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ）   



（令和６年度計画） 

83 

 

基金充当額 

（国費）における 

公民の別（注２） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

13,333 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注

２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業区分６：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ６．勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

事業名 
【No.41（医療分）】 

勤務医の働き方改革推進事業 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

110,008 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

令和６(2024)年４月からの医師に対する時間外労働の上限規制の適用

開始に向け、勤務医の労働時間短縮を進める必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：特定行為研修終了看護師の就業者数※ 

171人（R4年） → 442人（R11年） 

※栃木県保健医療計画（８期計画） 

事業の内容 勤務医の労働時間短縮に向けた総合的な取組を推進するために必要な

費用を補助する。 

アウトプット指標 補助を行う施設数：１病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

勤務医の働き方改革のため、地域医療において特別な役割があり、かつ

過酷な勤務環境となっている医療機関を対象とし勤務医の労働時間短

縮に向けた総合的な取組に要する経費を支援することにより、地域全

体の勤務医の働き方改革に関する機運を醸成し、タスク・シフト／シェ

ア等の勤務医の労働時間を短縮に関する取組を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

110,008 

  

基金 国（Ａ）  

(千円) 

36,669 

うち過年度残額 

(千円) 

23,136 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

18,335 

うち過年度残額 

(千円) 

11,568 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

55,004 

うち過年度残額 

(千円) 

34,704 

その他（Ｃ） (千円) 

55,004 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注

１） 

民  

(千円) 

36,669 

うち過年度残額 

(千円) 

23,136 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ６．勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

事業名 
【No.42（医療分）】 

地域医療勤務環境改善体制整備特別事業 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

120,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

令和６(2024)年４月からの医師に対する時間外労働の上限規制の適用

開始に向け、勤務医の労働時間短縮を進める必要がある。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：特定行為研修終了看護師の就業者数※ 

171人（R4年） → 442人（R11年） 

※栃木県保健医療計画（８期計画） 

事業の内容 教育研修体制を有する医療機関の勤務環境改善に関する費用を支援す

る。 

アウトプット指標 補助を行う施設数：３病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

勤務医の働き方改革のため、地域医療において特別な役割があ

り、かつ過酷な勤務環境となっている医療機関を対象とし勤務医

の労働時間短縮に向けた総合的な取組に要する経費を支援する

ことにより、地域全体の勤務医の働き方改革に関する機運を醸成

し、タスク・シフト／シェア等の勤務医の労働時間を短縮に関す

る取組を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

120,000 

  

基金 国（Ａ）  

(千円) 

40,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

20,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

60,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

60,000 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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40,000 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 

(1) 事業の内容等 

 本年度計画なし。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１（介護分）】 

介護人材確保対策連携強化事業 

①栃木県介護人材確保対策連絡調整会議事

業 

②外国人介護人材受入事業所連携事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

343 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護関係団体・介護事業所等が一体となって、介護人材確保

に係る課題等を共有し、具体的な取組・推進の方策を検討す

ることで、関係機関・事業所等との連携強化及び協働の推進

を図る。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の増及び離職率の低下 

事業の内容 ①介護関係機関等との協議の場として「栃木県介護人材連絡

調整会議」を設置し、介護人材確保に向けた総合的な取組の

検討等を行う。 

②外国人材に関する課題把握や連携促進の場として座談会を

開催し、外国人材の確保・定着に向けた推進の方策等を検討

する。 

アウトプット指標 ①栃木県介護人材確保対策連絡調整会議の開催：３回（ＷＧ

２回） 

②座談会の開催：２回 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

関係機関・事業所と連携した会議等において、介護人材確保

に係る課題把握や具体的な取組検討を実施することにより、

効果的な事業を展開する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

343 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

229 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

114 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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343 0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

229 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２（介護分）】 

とちぎ介護人材育成認証制度事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,654 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護事業所を対象とした認証・評価を行い、介護事業所の人材

育成・確保の取り組みを「見える化」することにより、介護業界の切

磋琢磨を促し、業界全体のレベルアップとボトムアップを推進し、

介護職を志す者の参入・定着の促進を図ることを目的とする。 

 アウトカム指標 介護サービス事業者数の増及び離職率の低下 

事業の内容 認証・評価制度について、制度の周知及び事務局の運用並び

に認証を希望する事業所の申請受付・審査等を実施する。 

アウトプット指標 令和６年度新規認証事業者：５事業者 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

令和６年度新規認証事業者：５事業者 

地域医療構想の関係性及

びスケジュール（注１） 

介護事業所の人材育成・確保を「見える化」することにより、

介護業界の切磋琢磨を促し、業界全体のレベルアップとボト

ムアップを推進し、介護職を志す者の参入・定着の促進を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,654 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,769 

うち過年度残額 

(千円) 

7,769 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,885 

うち過年度残額 

(千円) 

3,885 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

11,654 

うち過年度残額 

(千円) 

11,654 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

28 

うち過年度残額 

(千円) 

28 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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7,741 7,741 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

7,741 

うち過年度残額 

(千円) 

7,741 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３（介護分）】 

地域における介護のしごと魅力発信事業 

①介護のお仕事魅力向上推進事業（過年

度活用） 

②介護の日啓発事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,752 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①栃木県 

②栃木県（一部は栃木県老人福祉施設協議会との共催） 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

①介護職のネガティブなイメージを払拭し、参入促進につな

げるため、広く県民に介護の仕事の大切さと魅力を発信し、

理解促進を図る。 

②介護職のネガティブなイメージを払拭し、参入促進につな

げるため、広く県民に介護の仕事の大切さと魅力を発信し、

理解促進を図る。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の増 

事業の内容 ①学校での出前講座の実施により、介護職の重要性、魅力や

やりがいを伝える。 

②厚生労働省によって制定された 11 月 11 日の「介護の日」

を中心に、関係団体等と連携してイベントを開催し、介護職

員の役割や魅力についての周知・啓発や、職員の介護技術や

情報交換等を実施 

アウトプット指標 ①出前講座（県内 30 校） 

②イベント参加者：約 5,000 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

①学生のころから介護職に関する理解を深め、将来を担う若

者の参入促進を図る。 

②介護の情報に接する機会の少ない層をターゲットとしたイ

ベントの開催により、介護職のイメージアップを図り、介護

職への参入を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,752 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,501 

うち過年度残額 

(千円) 

1,834 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,251 

うち過年度残額 

(千円) 

918 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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3,752 2,752 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,501 

うち過年度残額 

(千円) 

1,834 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

2,501 

うち過年度残額 

(千円) 

1,834 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.４（介護分）】 

職場体験事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,529 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材不足を解消するために、多様な世代を対象とした人

材の掘り起こしが期待されており、職場体験や講座を行うこ

とにより、介護職への参入促進を図る。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の増 

事業の内容 介護職に就労を希望する者や興味関心のある者を対象に、介

護の仕事の魅力とやりがいを学び、実際の介護現場を知るた

めの職場体験及び講座を実施する。 

アウトプット指標 職場体験参加者：100 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

多様な世代を対象に、職場体験及び講座を実施することによ

り、介護職への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,529 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,019 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

510 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,529 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,019 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

1,019 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.５（介護分）】 

介護員養成研修受講費用助成事業 

①介護職員初任者研修支援事業 

②介護職員初任者研修実施事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,520 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

②市町 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

①介護職として働くことを前提として介護員養成研修を受講

する方及び無資格の現任介護職員に対して、介護員養成研修

受講費用を助成ことで、質の高い職員の参入促進を図る。 

②過疎地で訪問介護員等の養成を促進するため、市町が主体

となった研修実施費用の一部費用を助成することで、地域を

担う訪問介護員等の育成・確保を図る。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者（訪問介護員）の増 

事業の内容 訪問介護を目指す方が介護員養成研修を受講する際に、費用

の一部を助成する。市町が実施する初任者研修の費用の一部

を助成する。 

アウトプット指標 介護員養成研修受講者：120 人 事業実施市町：４市町 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

介護員養成研修受講者に対する研修費用の助成により、幅広

く質の高い介護職員を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,520 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,013 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,507 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,520 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

1,013 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

2,000 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

2,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.６（介護分）】 

介護人材マッチング機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,019 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

（例）地域医療構想において必要となる機能区分毎の病床を

確保するため、病床の機能転換整備を推進する必要がある。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の増 

事業の内容 県福祉人材・研修センターにキャリア支援専門員を配置し、

事業所における詳細な求人ニーズの把握と求職者の適性の確

認、ハローワークの出張相談及び地区別相談会の実施等、就

業後のフォローアップも含めた一体的な就労支援を実施す

る。 

アウトプット指標 雇用創出：80 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

県福祉人材・研修センターの機能を活用し、県内全域におい

て求職・求人相談を実施することにより、介護従事者の増加

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,019 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

9,346 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

4,673 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

14,019 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

9,346 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注３） 

(千円) 

9,346 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（令和６年度計画） 

101 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.７（介護分）】 

介護に関する入門的研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,250 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 市町 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

多様な人材の確保にあたり、地域住民の参入促進を図るため、

市町が主体となった取組が求められている。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者（訪問介護員）の増 

事業の内容 市町において実施する介護に関する入門的研修の開催経費の

助成、県福祉人材・研修センターによる受講者の就労支援 

アウトプット指標 実施市町：12 市町 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

市町及び県が実施主体となり地域住民の掘り起こしを行うこ

とにより、多様な人材の介護業界への参入を促進し、介護サー

ビス従事者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,250 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,500 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

750 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

2,250 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

1,500 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.８（介護分）】 

介護特定技能外国人マッチング支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,799 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（ PERSOL Global Workforce（株）に委託） 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護特定技能外国人の受入を円滑に進める。 

 アウトカム指標 介護特定技能外国人就労者の増 

事業の内容 介護特定技能外国人の雇用を希望する介護事業所を対象に、

マッチングスキームを提供する。 

アウトプット指標 マッチング成立数：30 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

介護特定技能外国人の雇用を希望する介護事業所を対象に、

マッチングスキームを提供することにより、介護特定技能外

国人の就労者の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,799 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,533 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,266 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

3,799 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,533 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

2,533 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.９（介護分）】 

福祉系高校修学資金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,365 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 （福）栃木県社会福祉協議会 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

修学資金にかかる返済免除付きの貸付を行い、若者の介護分

野への参入促進を図る。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の増 

事業の内容 福祉系高校に在学し、介護福祉士の資格の取得を目指す学生

に対し、修学資金の貸し付けを実施する。 

アウトプット指標 新規貸付人数：20 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

返済免除付きの貸付実施により、介護人材の確保及び定着を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,365 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,910 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,455 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,365 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,910 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

2,910 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10（介護分）】 

介護分野就職支援金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,865 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 （福）栃木県社会福祉協議会 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

就職支援金にかかる返済免除付きの貸付を行い、他業種で働

いていた方等の介護分野への参入促進を図る。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の増 

事業の内容 他業種で働いていた方等に対し、就職の際に必要な経費に係

る支援金の貸し付けを実施する。 

アウトプット指標 新規貸付人数：20 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

返済免除付きの貸付実施により、介護人材の確保及び定着を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,865 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,243 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,622 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,865 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

3,243 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

3,243 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（介護分）】 

介護人材キャリアアップ研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,243 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（団体に委託）、事業者団体等 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

現任介護職員のスキルアップ及びモチベーションアップを図

るため、各種研修事業を整備する。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の離職率の低下 

事業の内容 事業者団体等が実施する介護事業所職員を対象としたスキル

アップを図るための研修に対する経費の助成。 

アウトプット指標 研修受講者：3,000 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

介護職員のスキルアップを図るための各種研修を実施するこ

とにより、現任職員のモチベーション向上につなげ、離職率

の低下を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,243 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,495 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,748 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

11,243 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

7,495 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

4,162 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

介護支援専門員資質向上事業 

①介護支援専門員医療的知識習得研修事業 

②介護支援専門員資質向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,938 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（①及び②の一部は団体に委託） 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

①介護支援専門員に対する医療的知識の習得機会の確保。医

療と介護の連携の要となる介護支援専門員の育成。 

②介護支援専門員資質向上研修事業に対応できる講師及び介

護支援専門員実務研修の実習指導者の養成、介護支援専門員

資質向上研修の評価・改善。 

 アウトカム指標 介護支援専門員実務者研修を担う実習指導者の増 

事業の内容 ①介護だけでなく医療を含めた多様なサービスが連携したマ

ネジメントを行うことができるよう、介護支援専門員に対し

て医療的知識や医療職との連携に関する研修を実施する。 

②介護支援専門員研修指導者を養成するため、日本介護支援

専門員協会等の業界団体が実施している講師指導者の養成に

資する研修への受講者派遣及び実務研修の実習指導者養成研

修、介護支援専門員資質向上研修の評価・改善のための検討

会議を行う。 

アウトプット指標 ①研修修了者数：210 人（70 人×３クール） 

②全国研修会受講者：２人、実習指導者養成研修受講者：100

人、介護支援専門員資質向上検討会開催：２回 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

①研修の受講により、介護だけでなく医療を含めた多様な

サービスと連携したケアマネジメントを行える介護支援専門

員を育成する。 

②研修の受講により、平成 28 年度からの研修カリキュラム改

正に即した研修・実習の指導者を養成する。また、検討会議

において法定研修の評価・改善のための検討を行うことによ

り、ＰＤＣＡサイクルを確立する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,938 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,625 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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1,313 0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

3,938 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

15 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,611 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

1,148 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13（介護分）】 

離職者届出制度事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,939 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材不足を解消するために、潜在有資格者の掘り起こし

が期待されており、離職した介護福祉士に対して介護職への

復帰の支援を行うことにより参入促進を図る。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者（介護福祉士等有資格者）の増 

事業の内容 離職者届出制度を運用し、潜在的有資格者の情報把握や再就

職に繋げるための復職支援・就職斡旋等を行う。 

アウトプット指標 離職した介護人材等の再就職支援等 登録者 延べ 700 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

離職した介護人材の届出制度を効果的に運用し、潜在的有資

者の将来的な再就業に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,939 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,293 

うち過年度残額 

(千円) 

1,293 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

646 

うち過年度残額 

(千円) 

646 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,939 

うち過年度残額 

(千円) 

1,939 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,293 

うち過年度残額 

(千円) 

1,293 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

1,293 

うち過年度残額 

(千円) 

1,293 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（介護分）】 

認知症ケア人材育成研修事業 

○認知症介護研修事業 

認知症介護指導者フォローアップ研修 

認知症対応型サービス事業開設者研修 

認知症対応型サービス事業管理者研修 

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

認知症介護実践研修（実践者研修） 

認知症介護実践研修（実践リーダー研修） 

認知症介護指導者養成研修 

○認知症医療対策事業 

認知症サポート医研修事業 

 かかりつけ医認知症対応力向上研修事業 

病院勤務医療従事者向け研修事業 

歯科医師向け研修事業 

薬剤師向け研修事業 

看護師向け研修事業 

認知症医療連携体制構築事業 

病院勤務以外の医療従事者向け研修 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,322 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ○認知症介護研修事業 

栃木県（とちぎ認知症介護研修センター等に委託。） 

○認知症医療対策事業 

 栃木県（栃木県医師会等に委託（一部直営あり。） 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症ケアに携わる医療職及び介護職の資質向上を図ること

を目的とした階層ごとの研修事業を実施し、認知症の早期発

見・早期診断による認知症介護ケア体制の充実を図る必要が

ある。 

 アウトカム指標 認知症の人や家族に対する対応力の向上 

事業の内容 ○認知症介護研修事業（現年度分） 

①現年度分 

認知症介護施設や事業所等で認知症介護に従事する介護職

員等に対し各種研修を体系的に実施し、認知症高齢者に対する

介護サービス力の向上を図る。 

②過年度活用分 

認知症介護に従事する介護職員等に対する各種研修の企画

立案や講師として参画する者の養成や、高度な専門的知識及び

技術の習得を目的とした研修を実施し、認知症高齢者に対する
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介護サービス力の向上を図る。 

○認知症医療対策事業 

①現年度分 

高齢者が受診する診療所等のかかりつけ医や、認知症の人が

利用する病院等の医療従事者や歯科医師等の医療関係者に対

し、認知症に関する基本知識や医療と介護の連携の重要性等を

習得するための研修を実施し、認知症の人やその家族への支援

体制の構築を図る。 

②過年度活用分 

高齢者が受診する診療所等のかかりつけ医等の医療関係者

に対し、認知症に関する基本知識や医療と介護の連携の重要性

等を習得するための研修を実施するほか、もの忘れ・認知症相

談医（とちぎオレンジドクター）制度の普及推進を図る。 

アウトプット指標 （研修受講予定人数等） 

○認知症介護研修事業 

①現年度分 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修:30 名 

・認知症介護実践研修（実践者研修）：200 名 

・認知症介護実践研修（実践リーダー研修）:50 名 

・認知症介護指導者養成研修:1 名 

・認知症介護指導者フォローアップ研修:1 名 

②過年度活用分 

・認知症対応型サービス事業開設者研修:20 名 

・認知症対応型サービス事業管理者研修：80 名 

○認知症医療対策事業 

 ①現年度分 

・病院勤務医療従事者向け研修事業:150 名 

・歯科医師向け研修事業:60 名 

・薬剤師向け研修事業:90 名 

・看護師向け研修事業:90 名 

・病院勤務以外の医療従事者向け研修:300 名 

②過年度分 

・認知症サポート医研修事業：45名 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修事業：180 名 

・認知症医療連携体制構築事業：45 名 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

研修を実施することにより、医療機関や介護施設職員の認知

症に対する対応力の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,322 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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10,881 5,898 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,441 

うち過年度残額 

(千円) 

2,949 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

16,322 

うち過年度残額 

(千円) 

8,847 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

191 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

10,690 

うち過年度残額 

(千円) 

5,898 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

9,190 

うち過年度残額 

(千円) 

4,398 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（介護分）】 

市民後見推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,440 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 市町 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症高齢者や独居高齢者の増加に伴う第三者後見の需要増

により、後見人の不足が見込まれることから、専門職以外の

市民を含めた後見人の養成や、その活動を支援するための体

制整備を図るとともに、成年後見制度への理解を深める必要

がある。 

 アウトカム指標 市民後見人の増 

事業の内容 市町が実施する市民後見の活動を安定的に実施するための組

織体制の構築や、市民後見人養成及び活用に関する検討会の

開催等に対して助成する。 

アウトプット指標 市民講座等受講者：300 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

市民講座等の受講により制度や現状に対する理解度を深め、

市民後見人養成の機運醸成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,440 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

960 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

480 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,440 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

960 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（介護分）】 

社会福祉施設長研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

85 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

就職支援金にかかる返済免除付きの貸付を行い、他業種で働

いていた方等の介護分野への参入促進を図る。 

 アウトカム指標 介護施設等の管理者が、組織管理や人材育成に関するマネジ

メントのあり方や労働関係法規等についての理解を深め、職

員が働きがいを感じながら、安心して働き続けられる環境整

備を促進する。 

事業の内容 「働きやすい職場づくりに向けた管理者の役割」をテーマと

し、リスクマネジメント、人材確保、職場環境等の改善等を

内容とした社会福祉施設長研修を実施する。 

アウトプット指標 研修参加者：70 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

管理者に対する研修や相談会等の実施により、労働環境の改

善を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

85 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

57 

うち過年度残額 

(千円) 

57 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

28 

うち過年度残額 

(千円) 

28 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

85 

うち過年度残額 

(千円) 

85 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

57 

うち過年度残額 

(千円) 

57 

うち受託事業等（注３） うち過年度残額 
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(千円) 

57 

(千円) 

57 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（介護分）】 

社会福祉施設新任職員研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

250 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

就職支援金にかかる返済免除付きの貸付を行い、他業種で働

いていた方等の介護分野への参入促進を図る。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の離職率の低下 

事業の内容 介護事業所等新任職員を対象とした、先輩職員等との交流を

通して職員としての心構えの理解や仕事の悩み等の共有・解

消を図る研修を実施する。 

アウトプット指標 研修参加者 100 人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

先輩職員や同期職員との交流により、職員としての心構えを

理解するとともに、仕事の悩み等の共有により、職場定着・

離職防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

250 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

167 

うち過年度残額 

(千円) 

167 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

83 

うち過年度残額 

(千円) 

83 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

250 

うち過年度残額 

(千円) 

250 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

167 

うち過年度残額 

(千円) 

167 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

167 

うち過年度残額 

(千円) 

167 
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備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（介護分）】 

介護テクノロジー導入支援事業 

・介護ロボット導入支援事業 

・ＩＣＴ導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

28,385 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護現場における生産性向上の取組の推進に当たり、介護ロ

ボットやＩＣＴ機器等の介護テクノロジーを活用した業務改

善により、介護従事者が継続して就労するための環境整備を

行う。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の増、介護サービス従事者の離職率の低

下 

事業の内容 介護テクノロジーを導入する介護事業所に対し導入経費の一

部を助成する。 

アウトプット指標 介護ロボット：53 台、見守り機器の導入に伴う通信環境整備：

７事業所、ＩＣＴ機器導入：18 事業所 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

ＩＣＴ機器を導入することにより、介護従事者が継続して就

労するための環境整備及び働きやすい職場環境を構築し、介

護従事者の確保及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

28,385 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

18,923 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

9,462 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

28,385 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

18,923 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（介護分）】 

介護特定技能外国人定着支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和６(2024)年４月１日～令和 7(2025)年３月 31 日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

外国人材受入環境の整備による円滑な就労と安定定着を図

る。 

 アウトカム指標 介護事業所・施設における外国人材の定着 

事業の内容 介護特定技能外国人を初めて受け入れる介護事業所を対象

に、受入準備研修に係る費用を助成する。 

アウトプット指標 補助実施事業所数：１５事業所 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

介護特定技能外国人を初めて受け入れる介護事業所を対象

に、受入準備研修に係る費用を助成することで、受入環境の

整備による円滑な就労と安定定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

3,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

2000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  
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(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 

 

 


